
�愛媛県規則第６８号
愛媛県核燃料税条例の施行期日を定める規則を次のように

定める。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県核燃料税条例の施行期日を定める規則

愛媛県核燃料税条例（平成１５年愛媛県条例第５４号）の施行

期日は、平成１６年１月１６日とする。

�������
�愛媛県規則第６９号
愛媛県核燃料税条例施行規則を次のように定める。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県核燃料税条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県核燃料税条例（平成１５年愛媛県

条例第５４号。以下「条例」という。）第８条、第９条第２

項、第１０条及び第１３条の規定に基づき、核燃料税の賦課徴

収に関し必要な事項を定めるものとする。

（書類の様式）

第２条 核燃料税の賦課徴収に関する次の表の左欄に掲げる

書類の様式は、それぞれ当該右欄に掲げるところによるも

のとする。

書 類 の 種 類 様 式

条例第８条の規定による申告書及び条例

第９条第２項の規定による修正申告書
様式第１号

条例第１０条の規定による通知書兼納額告

知書
様式第２号

２ 前項に定めるものを除くほか、核燃料税の賦課徴収に関

する書類の様式は、愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭

和２９年愛媛県規則第３８号）第１条の表�の項、�の項、�
の項及び�の項に規定するところによる。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１６年１月１６日から施行する。

（愛媛県核燃料税条例施行規則の廃止）

２ 愛媛県核燃料税条例施行規則（平成１０年愛媛県規則第６０

号。以下「旧規則」という。）は、廃止する。

（経過措置）

３ 愛媛県核燃料税条例（平成１０年愛媛県条例第３３号）附則

第５項の規定によりなおその効力を有することとされてい

る同条例の規定に基づく核燃料税の賦課徴収については、

旧規則は、この規則の施行後も、なおその効力を有する。

平成１５年１２月５日金曜日 第１５１５号

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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様式第１号（第２条関係）

年 月 日
愛媛県知事 殿

※
処
理
事
項

発 信 年 月 日
通信日付印 確認印

所 在 地

名 称

代 表 者 氏 名 �

担当者氏名及び所属課並びに電
話番号

�
�

課 �
�局 番

年 月分核燃料税申 告 書
修正申告書

区 分 課税標準額 税 率 税 額

申 告 額 又 は 修 正 申 告 額 � 円 １０
１００

円

この申告が修正申告である場 �合は、既に納付の確定した額
この申告により納付すべき税 �額 � － �

今回挿入された核燃料の明細

発電用原子炉

の 名 称

核燃料の発電
用原子炉への
挿 入 年 月 日

年 月 日
（愛媛県核燃料税条例（平成１５
年愛媛県条例第５４号。以下
「条例」という。）第４条第２
項第 号該当）

課 税 対 象 核 燃 料 課税対象外核燃料 挿 入 核
燃 料 の
合計体数
	＋
＋�

核燃料の体
数

	

核燃料の重
量

�

核燃料の価額
（課税標準額）



条例附則第２
項に該当する
ものの体数


その他のも
のの体数

�
体 � 円

計 計 計 体 体 体

備考１ ※印の欄は、記載しないこと。

２ 「 年 月分」は、核燃料を発電用原子炉へ挿入した日の属する年月

を記載すること。

３ 	からまでの各欄は、核燃料の単価の異なるごとに区分し、記載するこ

と。

４ 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成１５年１２月５日 第１５１５号

１２１６



様式第２号（第２条関係）

（その１）

通知書兼不足税額等納額告知書
年 月 日

所在地
殿

愛媛県 地方局長 �
年 月分の核燃料税について課税標準額等が次のとおり更正・決定され

ましたから通知します。

区 分 課 税 標 準 額 税 率 税 額

更 正 ・ 決 定 額 円 １０
１００

円

既に納付の確定した額

差 引 不 足 税 額

加 算 金 額 基 準 額 乗 率 金 額

円
１００

円

過 少 申 告 加 算 金 １００

計

不 申 告 加 算 金 １００

重 加 算 金 １００
上記の不足税額及び加算金額に
延滞金を加算して 年 月
日までに納付してください。
なお、延滞金は、不足税額が

２，０００円以上であるものについて、
年 月 日から納付の日ま

での期間の日数に応じ、当該不足
税額（１，０００円未満の端数は、切り
捨てる。）に対し年１４．６パーセン
ト（ 年 月 日から
年 月 日までの期間について
は、年 パーセント）の割合で計
算してください。計算して得た額
に１００円未満の端数がある場合又は
全額が１，０００円未満である場合は、
これを切り捨ててください。

納

付

の

場

所

・指定金融機関
・指定代理金融機関

・収納代理金融機関

・郵便局
・地方局

注意

更正、決定又は納額告知について不服があるときは、この通知及び告知を受けた

日の翌日から起算して６０日以内に知事に、更正又は決定については異議の申立て

を、納額告知については審査の請求をすることができます。

備考１ 年１４．６パーセントの割合となる場合を除き、延滞金の割合の変更がある場合

は、「ついては、」を「ついては」と記載し、「年 パーセント」の下に「、

年 月 日から 年 月 日までの期間については年 パーセント」

を適宜追加して記載すること。

２ １０月又は１１月に通知する場合において、この通知に係る納期限の翌日の属す

愛 媛 県 報平成１５年１２月５日 第１５１５号

１２１７



る年と当該納期限の翌日から１月を経過する日の属する年が異なる場合は、

「年 パーセント）」とあるのは、「年 パーセント（当該期間のうち、

年１月１日以後の期間については、年７．３パーセントと 年１１月３０日を経

過する時における公定歩合に年４パーセントの割合を加算した割合（当該割合

に０．１パーセント未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）のうちいずれ

か低い割合））」と記載すること。

３ 「納付の場所」欄の「指定金融機関」欄、「指定代理金融機関」欄及び「収

納代理金融機関」欄は、それぞれ該当する金融機関及び取り扱う店舗を記載す

ること。

４ 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成１５年１２月５日 第１５１５号

１２１８



（その２）

加算金決定通知書兼納額告知書

年 月 日

所在地

殿

愛媛県 地方局長 �

年 月分の核燃料税について、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第 条第 項該当のため徴収すべき 加算金が次のとおり決定され

ましたから通知します。

加 算 金 額 基 準 額 乗 率 金 額

円
１００

円

過 少 申 告 加 算 金 １００

計

不 申 告 加 算 金 １００

重 加 算 金 １００

上記の加算金額を 年 月 日までに納付してください。
納付の場所
・指定金融機関
・指定代理金融機関

・収納代理金融機関

・郵便局
・地方局

注 意

決定又は納額告知について不服があるときは、この通知及び告知を受け

た日の翌日から起算して６０日以内に知事に、決定については異議の申立て

を、納額告知については審査の請求をすることができます。

備考 「納付の場所」欄の「指定金融機関」欄、「指定代理金融機関」欄及び

「収納代理金融機関」欄は、それぞれ該当する金融機関及び取り扱う店舗

を記載すること。

愛 媛 県 報平成１５年１２月５日 第１５１５号

１２１９



�������
�愛媛県告示第２２１２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、大三島町長から公有水面の埋立てにより新たに生

じた次の土地は大三島町の地域であることを確認した旨の届

出があった。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２２１３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、大三島町長から次のとおり字の区域を変更する旨の

届出があった。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２２１４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、大洲市長から次のとおり字を廃止する旨の届出があ

った。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大字藤縄の区域内の小字を全部廃止する。

�������
�愛媛県告示第２２１５号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく

特定施設の構造等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に

規定する書面は、愛媛県庁及び新居浜市において告示の日か

ら３週間公衆の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友金属鉱山株式会社

東京都港区新橋５丁目１１番３号

代表取締役 福島孝一

２ 事業場の名称及び所在地

住友金属鉱山株式会社東予工場（西原）

新居浜市西原町３丁目５番２号

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第

１号第６２号ロ、ホ及びヘ

４ 変更しようとする事項の内容

排出水の汚染状態及び量等の変更

５ 汚水等の処理施設に関する事項

�愛媛県告示第２２１１号
次のとおり落札者を決定した。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

告 示

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

ミリ波ネットワークアナライザ
一式

愛媛県総務部管理
局総務管理課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成１５年１１月２１日
大豊産業株式会社松
山支店
愛媛県松山市姫原三
丁目３番４０号

５６，５９５，０００円 一般競争入札 平成１５年１０月１０日

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

大三島町大字野々江６６４３、６７７２、６７７６、６７７８、６７
８０、６７８１、６７８３の１、６７８４の１、６７８４の２、６７８５
の２、６７９８の２、６７９８の３、８０９８の２、８０９９の３
、８０９９の６、８１００の２、８１０１の２、８１０２の１、８１
０２の２、８１０３の２、８１０５の２、８１０６の１、８１０６の
２、８１０７の１、８１０７の２、８１１０の１、８１１０の２、
８１１１の２、８１１４の２、８１１５の２、８１１６の２、８１１７
の１、８１１７の２、８１１８、８１１９の１及び８１１９の２の
地先

２，５５９．６３

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

大字
野々江

大三島町大字野々江６６４３、６７７２、６７７６、
６７７８、６７８０、６７８１、６７８３の１、６７８４の１
、６７８４の２、６７８５の２、６７９８の２、６７９８
の３、８０９８の２、８０９９の３、８０９９の６、
８１００の２、８１０１の２、８１０２の１、８１０２の
２、８１０３の２、８１０５の２、８１０６の１、８１
０６の２、８１０７の１、８１０７の２、８１１０の１
、８１１０の２、８１１１の２、８１１４の２、８１１５
の２、８１１６の２、８１１７の１、８１１７の２、
８１１８、８１１９の１及び８１１９の２の地先公有
水面埋立地

２，５５９．６３

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
１
最大
０．０５

通常
８
最大
８．６

通常
１
最大
０．０５

通常
８
最大
８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１７．０
最大
２２．０

通常
５．０
最大
９．９

通常
１７．０
最大
２２．０

通常
４．６
最大
９．３

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
５０
最大
５０

通常
８
最大
１６

通常
５０
最大
５０

通常
７
最大
１４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１００
最大
３２０

通常
１３．３
最大
４９．９

通常
１００
最大
３２０

通常
１０．９
最大
４７．５
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６ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

� 東川排水口

� 内港排水口

廃止

�������
�愛媛県告示第２２１７号
岩城村から協議のあった村営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・長江地区）の施行は、適当と認められ

るので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第

５項において準用する同法第８条第６項の規定により、次の

とおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

村営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・

長江地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１５年１２月８日から平成１６年１月１３日まで

３ 縦覧場所

岩城村役場

�������
�愛媛県告示第２２１８号
上浦町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・茨生ヶ内地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい

排水）・茨生ヶ内地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１５年１２月８日から平成１６年１月１３日まで

３ 縦覧場所

上浦町役場

�������
�愛媛県告示第２２１９号
津島町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・岩渕地区）の施行は、適当と

認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６

条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・岩渕地区）計画書の写し

�愛媛県告示第２２１６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第８条第１項の規定により市町村から聴取した意見及

び同条第２項の規定により述べられた意見の概要は、次のとおりである。

これらの意見は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において

告示の日から１月間縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
０．０５
最大
０．０９

通常
０．１０
最大
０．１９

通常
０．０５
最大
０．０９

通常
０．０７
最大
０．１５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
４３０
最大
５７０

通常
４３０
最大
５７０

通常
４３０
最大
５７０

通常
４３０
最大
５７０

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．８

最大 ５．８～８．６

通常 ６．８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．１

最大 ９．３

通常 ４．５

最大 ８．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９．８

最大 １９．６

通常 ８．６

最大 １７．３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ４０

通常 ８．８

最大 ３５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１０

最大 ０．２０

通常 ０．０８

最大 ０．１６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５，３５０

最大 ６，０５０

通常 ５，８７０

最大 ６，８５０

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所在地 法第８条第１項の規定により市町村から
聴取した意見の概要

法第８条第２項の規定により述べられた
意見の概要

セブンスター三津店 松山市会津町７番１外 生活環境保持の見地からの意見はなし。 店舗周辺における交通安全対策を講じるこ
と。

��������������
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� 津島町営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１５年１２月８日から平成１６年１月１３日まで

３ 縦覧場所

津島町役場

�������
�愛媛県告示第２２２０号
今治市営基盤整備促進事業野間北地区の換地計画認可申請

は、適当と決定したので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号）第９６条の４及び第５２条の２第４項において準用する同法

第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供

する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

換地計画書

２ 縦覧期間

平成１５年１２月８日から平成１６年１月１３日まで

３ 縦覧場所

今治市役所

�������
�愛媛県告示第２２２１号
海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第５条第４項の規定に基

づき、松山港の港湾区域及び港湾隣接地域に接する海岸保全

区域のうち、松山港港湾管理者の長が管理することが適当で

あると認め、知事と協議して定めた区域は、次のとおりとす

る。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

沿岸名 海岸名 地 区
海岸名

地 先
海岸名 区 域

伊予灘
沿岸

松山港 和気 堀江 海岸保全区域の指定の一部改
正（平成１５年９月愛媛県告示
第１８２４号）をもって海岸保全
区域として指定した松山市和
気地区の松山港海岸保全区域
のうち、松山港の港湾区域及
び港湾隣接地域を除いた区域

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山北条線
松山市祝谷六丁目１３０２番３から

同市祝谷六丁目１２９２番１３まで

旧 １０．６～１３．２ ０．０３９

新 １１．８～１３．２ ０．０３９

〃 〃 松山市祝谷六丁目１３４８番５
旧 １５．４～１６．８ ０．００６

新 １６．０～１６．８ ０．００６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山北条線
松山市祝谷六丁目１３０２番３から

同市祝谷六丁目１２９２番１３まで
平成１５年１２月５日

〃 〃 松山市祝谷六丁目１３４８番５ 〃
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平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２２６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２２７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２２８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久万中山線
上浮穴郡小田町大字上田渡８５８番１地先から

同大字８５２番２まで
平成１５年１２月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田河辺大洲線
上浮穴郡小田町大字南山８１７番３から

同大字７４４番２地先まで

旧 ４．０～２０．５ ０．１６８

新 １３．０～１１８．０ ０．１２７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
上浮穴郡小田町大字南山８１７番３から

同大字７４４番２地先まで
平成１５年１２月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田柳谷線 上浮穴郡小田町大字本川３７３７番７
旧 ７．０～１０．５ ０．０３３

新 ７．０～１３．０ ０．０３３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田柳谷線 上浮穴郡小田町大字本川３７３７番７ 平成１５年１２月５日
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�愛媛県告示第２２２９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２３０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２３１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中山双海線
伊予郡双海町大字上灘字鎌ヶ田甲２４０７番５から

同大字字南山田甲２４８８番３まで

旧 ５．３～８．７ ０．０１１

新 １４．５～１７．３ ０．０１１

〃 〃 伊予郡双海町大字上灘字南山田甲２５２０番４
旧 ５．８～１５．１ ０．０５４

新 ９．９～１８．３ ０．０５１

〃 〃
伊予郡双海町大字上灘字惣別當庚８７番３から

同字庚８７番１地先まで

旧 ６．０～１９．３ ０．０３２

新 ９．４～２２．５ ０．０３２

〃 〃
伊予郡双海町大字上灘字惣別當庚１８１番１地先から

同大字字舟木庚２５１番５まで

旧 ５．０～９．０
６．５～３１．０

０．１８９
０．１１０

新 ６．５～３１．０ ０．１１０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中山双海線
伊予郡双海町大字上灘字鎌ヶ田甲２４０７番５から

同大字字南山田甲２４８８番３まで
平成１５年１２月５日

〃 〃 伊予郡双海町大字上灘字南山田甲２５２０番４ 〃

〃 〃
伊予郡双海町大字上灘字惣別當庚８７番３から

同字庚８７番１地先まで
〃

〃 〃
伊予郡双海町大字上灘字惣別當庚１８１番１地先から

同大字字舟木庚２５１番５まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野佐来八幡浜線
八幡浜市大字川之内１番耕地１７８番４から

同大字１番耕地１９３番６まで

旧 ３．３～１６．０
１３．５～３２．５

０．１９３
０．０８０

新 １３．５～３２．５ ０．０８０
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�愛媛県告示第２２３２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２３３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２３４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２３５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２３６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 内子河辺野村線
喜多郡五十崎町大字重松甲１１３７番４から

同大字乙４９５番８まで

旧 ４．６～１９．１
３７．８～５６．４

０．１４３
０．０４３

新 ３７．８～５６．４ ０．０４３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子河辺野村線
喜多郡五十崎町大字重松甲１１３４番５から

同大字乙４９６番２まで
平成１５年１２月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 下鍵山松野線
北宇和郡広見町大字広見４６４番１から

同大字４６３番まで

旧 ５．７～１０．５ ０．１１４

新 ６．０～１０．５ ０．１１４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 下鍵山松野線
北宇和郡広見町大字広見４６４番１から

同大字４６３番まで
平成１５年１２月５日
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�愛媛県告示第２２３７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２３８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２３９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２４０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 城辺高茂岬線 南宇和郡西海町高茂１００番３
旧 ７．４～１０．３ ０．１１４

新 ９．５～１７．８ ０．１１４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 城辺高茂岬線 南宇和郡西海町高茂１００番３ 平成１５年１２月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 城辺高茂岬線
南宇和郡西海町高茂９３番４から

同町高茂９３番５まで

旧 ６．９～１６．４ ０．０７８

新 ９．４～１６．９ ０．０７８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 城辺高茂岬線
南宇和郡西海町高茂９３番４から

同町高茂９３番５まで
平成１５年１２月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 城辺高茂岬線 南宇和郡西海町高茂９３番３
旧 ８．０～１０．６ ０．０９０

新 ９．９～１４．３ ０．０９０
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�愛媛県告示第２２４１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２４２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１５年１２月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 城辺高茂岬線 南宇和郡西海町高茂９３番３ 平成１５年１２月５日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１５松局建（開）第１６号

平成１５年１１月１８日

温泉郡重信町大字見奈良字柚壽之木１０７６番１、１１０４番、１１０５番、１１
０６番、１１０６番２、１１１０番、１１１４番１、１１１４番２、１１１５番、１１１５番２
、１１１６番、１１２５番３、１１２５番４、１１３７番２、１１４８番１、１１４８番２、
１１５０番、１１５１番２、１１５２番１、１１５２番３、１０７６番１地先農道及び１１
０５番地先水路

松山市枝松五丁目８番３０号
愛媛飼料産業株式会社
代表取締役 宮 内 政 三
伊予郡砥部町拾町２０番地
有限会社 レスパスコーポレーション
代表取締役 岡 崎 克 志

１５西局丹土（開）第１０号

平成１５年１１月２０日
東予市周布１８９５番６

東予市三津屋南３番６
有限会社 東予住建
取締役 芥 川 雅 旨

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１５年１１月２１日 特定非営利活動法人
ハピネス中島 田 口 榮 子 温泉郡中島町大字小浜甲４９６番

地
この法人は、中島町を中心とする地域住民
に対して、介護保険に関する在宅福祉サー
ビスを行うとともに、生活援助ボランティ
アの派遣や移送サービス等を行い、誰もが
安心して暮らすことのできるまちづくりの
推進と地域福祉の増進に寄与することを目
的とする。
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